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1. 委託業務の目的 

1.1. 委託業務の目標 

気候の年々変動や異常気象の増大による農作物不作が主要因となって、世界の栄養不足人口は

2014 年以降増大してきている。このような気候に関連したリスクに対して食糧安全保障を確保

するには、事前にそのリスクを把握し、適切な計画や政策を立て、迅速に対応行動を取ることが

重要である。本課題では、食糧安全保障に関わる気候リスクを軽減・回避するための科学的な情

報を提供する「全球作物生育監視・収量予報システム」を構築することを目的とする。このシス

テムは衛星から得られる準リアルタイムデータと作物生育をシミュレートする作物モデルを組み

合わせ、全世界の現在の生育状態を正確に推計・監視する「生育監視サブシステム」と、多数の

気象季節予報(アンサンブル気象季節予報)を用いて、収穫の 3 ヶ月前・2 ヶ月前・1 ヶ月前に作

物収量を予報する「収量予報サブシステム」から構成される。開発したシステムはインターネッ

トを通じて公開し、農業・食料関係の国際機関や NGO/NPO、日本を含む各国の政府機関等で利

用されることを目標としている。 

 

1.2. 構築するシステムの概要 

本委託業務で開発するシステムの概要を図 1.2-1 に示す。構築するシステムは、3 つの技術シ

ーズ（①衛星データ・②アンサンブル気象季節予報・③作物モデル）を融合させた 2 つのサブシ

ステム((i)生育監視サブシステム・(ii)収量予報サブシステム)から構成される。生育監視サブシス

テムでは、作物モデルで推計される生育状態を準リアルタイムで得られる衛星データを用いて補

正することにより現在の作物の生育状態を高精度に推計する。専門的にはこのような補正をデー

タ同化と呼んでいる。収量予報サブシステムでは、生育監視サブシステムで推計された作物の正

確な生育状態を初期値にして、アンサンブル気象季節予報と作物モデルを用いて収穫の 3 ヶ月前

から収量予報を行う。本システムで利用する衛星データは JAXA プロダクトの GCOM-C の葉面

積指数(以後、LAI と呼ぶ)とする。計画当初は GCOM-C の正規化植生指数(以後、NDVI と呼ぶ)

および GCOM-W の土壌水分量を利用する予定であったが、LAI については、作物モデルの出力

変数であり GCOM-C の LAI を用いて直接同化が可能なことからこのデータを用いることにし

た。また土壌水分量については、2019 年度の試行により作物モデルが精度良く推計しており同

化による収量精度向上がほとんど見込めないことから同化に用いないこととした。アンサンブル

季節気象予報は 2020 年より配信が始まった気象庁の 6 ヶ月アンサンブル数値予報モデル GPV を

用いる。計画当初は APEC 気候センターから提供されるデータを使用する予定であったが、6 ヶ

月アンサンブル数値予報モデル GPV の時間解像度が日データであることなどを含めて総合的に

検討し、気象庁のデータを用いることにした。作物モデルは主管実施機関である茨城大学で開発

されている MATCRO とする。 



 

 
図 1.2-1 構築する全球作物生育監視・収量予報システム 
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1.3. 本年度業務実施計画 

 

2021年度 

【生育監視サブシステムの構築 III】 

生育監視サブシステムの開発 
            

【収量予報サブシステムの構築 III】 

収量予報サブシステムの開発 
            

【Webシステムの開発・公開 II】 

Web システムの開発・公開 
            

図 1.3-1 システム構築の年次計画 

 

 

1.4. 業務実施体制 

業  務  項  目 実 施 場 所 担 当 責 任 者 

①収量予報サブシステム開発 

 

 

②生育監視サブシステム開発 

  

 

 

③Webシステムの開発 

 

 

茨城県稲敷郡阿見町中央3-21-1 

茨城大学農学部 

 

茨城県つくば市観音台3-1-3 

農業・食品産業技術総合研究機

構環境変動研究センター 

 

茨城県稲敷郡阿見町中央3-21-1 

茨城大学農学部 

茨城大学農学部准教授 

増冨 祐司 

 

農業・食品産業技術総合研

究機構上級研究員 

飯泉 仁之直 

 

茨城大学農学部准教授 

増冨 祐司 

 

 

 

1.5. 本年度業務内容 

① 収量予報サブシステム開発 

前年度にモデルパラメーターを国別に最適化した作物モデルおよび衛星データ同化モデルを用

いて、収量予報サブシステムを完成させる。具体的には、気象業務支援センター等が提供する気

温と降水量などのアンサンブル気象季節予報データを取得し、収穫の 3 ヶ月前・2 ヶ月前・1 ヶ

月前に収量を計算・予報するシステムを開発する。収量計算の初期値としては生育監視サブシス

テムで推計されるデータを用いる予定である。次に開発したシステムによる収量予報精度を評価
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する。水稲生産量上位 20 カ国程度の一定期間のデータを対象に Leave-One-Out 手法をはじめと

する交差手法などにより行う。 

 

② 生育監視サブシステム開発 

前年度にモデルパラメーターを国別に最適化した作物モデルおよび衛星データ同化モデルを用

いて、生育監視サブシステムを完成させる。具体的には、気象業務支援センター等の気象データ

（気温や降水量など）・JAXA 等の衛星データ（LAI）を取得し、最新の衛星データを作物モデ

ルへ同化させつつ、作物の生育状態を推計するシステムを開発する。 

 

③ Web システムの開発 

前年度に検討した仕様に基づき「全球作物生育監視・収量予報システム」を Web システムと

して開発し、インターネット上で限定公開する。 
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2. 実施内容 

2.1. 収量予報サブシステム開発 

2.1.1. 業務実施概要 

前年度にモデルパラメーターを国別に最適化した作物モデルおよび衛星データ同化モデルを用

いて、収量予報サブシステムを完成させた。具体的には、気象業務支援センター等が提供する気

温と降水量などのアンサンブル気象季節予報データを取得し、収穫の 3 ヶ月前・2 ヶ月前・1 ヶ

月前に収量を計算・予報するシステムを開発した。収量計算の初期値としては生育監視サブシス

テムで推計されるデータを用いた。次に開発したシステムによる収量予報精度を評価した。水稲

生産量上位 20 カ国程度の一定期間のデータを対象に Leave-One-Out 手法をはじめとする交差手

法などにより行った。 

 

2.1.2. システム概要 

基本的には前年度までに開発してきた手法を用いて収量予報システムを構築するが、1 部改良

等もおこなっている。以下では全体のシステムについて改良点も含めて概説する。 

まず収量予報システムでは、収量予報開始時点まで再解析気候データ JRA55 を用い、それ以

後は 6 ヶ月アンサンブル数値予報モデル GPV を用いて、収量予報を行う。ここで 6 ヶ月アンサ

ンブル数値予報モデル GPV とは気象業務支援センターから配布されている気象予報データで、6

ヶ月先までの全球の日単位の気温や降水量のデータが含まれている。ただし、JRA55 及び 6 ヶ月

アンサンブル数値予報モデル GPV にはバイアスエラーがあるため、バイアスエラーを除去しつ

つ、これら二つのデータをスムーズに接合したデータを作成し、収量予報に用いている。このバ

イアス補正接合データ作成の詳細については 2.3 節に記述する。現時点では収量予報は月 1 回行

う仕様となっている。なお 6 ヶ月アンサンブル数値予報モデル GPV は、2022 年 4 月に新形式に

変更が行われ、旧形式の配信は廃止された。このため、新形式に対応するシステムへの対応は現

在実施中である。 

本システムでは、収量予報開始時点まで、GCOM-C の観測 LAI を用いて、作物モデルによる

推計 LAI を修正する同化システムを採用する。前年度までは MODIS の NDVI のデータを補正し

て利用していたが、GCOM-C からは作物モデルの直接出力の LAI が提供されるため、今年度か

らはこの GCOM-C の LAI を直接用いることにした。データ同化の詳細手法については、2.2 節

に記述する。 

本システムにおいて収量推計を行う作物モデルは MATCRO(Masutomi et al. 2016a,b)である。た

だし MATCRO を含む全ての作物モデルの収量推計にバイアスエラーがあるため、高精度な収量

推計を行うためにはこれを消去する必要がある。本システムではこのバイアスエラーを消去する

ために、過去の推計収量と観測収量の差を推計収量に加える単純な手法を採用した。具体的には

以下の式で表される。 
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      Y_sim(yr,cnt) =  Y_dsim(yr,cnt) + (Y_obs(yrs,cnt) – Y_sim(yrs,cnt)) 

 

ここで Y_sim(yr,cnt)は年 yr, 国 cnt におけるバイアス補正済みの推計収量、Y_dsim(yr,cnt)は年

yr, 国 cnt におけるバイアス補正なしの推計収量、Y_obs(yrs,cnt)は過去のある期間の年(yrs), 国

cnt における観測収量の平均値、Y_sim(yrs,cnt)は過去のある期間の年(yrs), 国 cnt における推計収

量の平均値である。Y_obs(yrs,cnt) – Y_sim(yrs,cnt)は国別に決まる値である。前年度業務ではバイ

アスエラー消去のために、複数のモデルパラメーターの国別最適化を実施したが、この最適化に

は膨大な時間がかかり(1 ヶ月程度)、モデルの定期的な改良・アップデートに対応できないた

め、最終的には、上式で表されるシンプルかつ時間がかからない最適化手法を本システムでは用

いることにした。 

 

 

2.1.3. 収量予報システム精度検証手法 

2019 年の各国の収量について、上記の収量予報システムを用いて収量予報を行い、その精度

を検証する。2019 年を選んだのは、FAO による観測収量が 2020 年の収量までしか現時点では得

られないこと、GCOM-C の LAI が 2018 年以降しか得られないことから選択した。 

予報精度を厳密に検証するためには、予報年のデータを抜いて収量推計を行い、観測収量と比

較するといった交差手法等を用いる必要がある。このため今回の精度検証では 2019 年のデータ

を利用せずに 2019 年の収量を推計し、観測収量と比較をおこなった。つまり Leave-one-out 手法

を 2019 年にのみ適用して精度検証を行った。具体的には、LAI の同化に用いた過去年は 2018, 

2020, 2021 年の 3 年とし、収量推計バイアス補正に用いた過去年は 2016, 2017, 2018, 2020 年の 4

年とした。 

収量予報精度検証の気候データには 6 ヶ月アンサンブル数値予報モデル GPV(旧形式)の再予報

データを用いる。この再予報データには月 2 回の予報データがあり、それぞれ 5 アンサンブルメ

ンバーを含んでいる。精度検証にはこのうち、月初めの 5 アンサンブルの予報データを用いてお

こなった。 

 

2.1.4. 結果 

表 2.1-1 に 5 つのアンサンブル予報の平均予報収量と観測収量の誤差率を、予報開始月別に示

す。これによると例えば、日本を見ると、田植えの時期である 5 月(収穫(10 月)の 5 ヶ月前)に予

報をおこなった場合、誤差率が 5.7%で、8 月には 7.2%になるが、収穫 1 ヶ月前の 9 月には 2.9%

となり、精度良く収量を予報できていることがわかる。収穫月の直前の月において収量予報精度

が高くなるのは、1 期作で収穫月が国の中でそれほど変わらない韓国のような国でも見られる。

一方、国の中でも収穫月がバラバラであったり、2 期作をしている熱帯の国などでは、一般に収

量予報精度を国別に評価するのは難しいが、インドネシアでは乾季の収穫月である 6 月から 9 月
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にかけて、収量予報精度が高くなることがわかる。一方、例えば、マダガスカルやパキスタンは

どの予報開始月の誤差率は高く、予報精度が低い。これは、この二つの国の観測収量が 2018 年

以降大きく低下したためである。この観測収量の低下の原因は不明であるが、このような国では

予報精度は一貫して低くなる。 

 



 

 

表 2.1-1 予報開始月別の誤差 
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次に図 2.1-1 に各予報開始月の 5 つの収量予報アンサンブルをプロットし、観測収量と比較す

る。これによると例えば、日本では田植えの 5 月の時点では、収量予報のバラツキが大きく、収

穫に近づくにつれて、バラツキが小さくなることがわかる。このバラツキが収穫に向かって減少

する傾向は、熱帯の国も含めて、どの国でも比較的見られる傾向であり、収量予報の不確実性が

低減していくことを示している。 
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図 2.1-1 予報開始月別の収量予報値 

プロットは各予報開始月における 2019 年の収量予報値を示している(各月 5 アンサンブルメン

バ)。一番右のプロットと、点線は 2019 年の観測収量を表している。 
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2.2. 生育監視サブシステム開発 

2.2.1. 概要 

前年度にモデルパラメーターを国別に最適化した作物モデルおよび衛星データ同化モデルを用

いて、生育監視サブシステムを完成させた。具体的には、気象業務支援センター等の気象データ

（気温や降水量など）・JAXA 等の衛星データ（LAI）を取得し、最新の衛星データを作物モデ

ルへ同化させつつ、作物の生育状態を推計するシステムを開発した。なお、開発したシステムの

うち、気象業務支援センター等の気象データを処理し、生育監視と収量予報を一体的に行うため

に必要な気象入力データを作成する部分が再解析・予報接合気象外力データ生成サブシステムで

ある。 

 

2.2.2. データの取得 

衛星データを同化させつつ、気象予報データを利用して収量予報を行うには以下、データを準

リアルタイムで入手する必要がある 

① 気象予報データ：6 ヶ月アンサンブル数値予報モデル GPV 

② 気象再解析データ：JRA-55 

③ 衛星データ：GCOM-C 

本項ではそれぞれのデータの入手法について記述する 

 

① 6 ヶ月アンサンブル数値予報モデル GPV 

6 ヶ月アンサンブル数値予報モデル GPV は一般財団法人気象業務支援センター(図 2.2-1)から

データが提供されている。準リアルタイムでデータ提供を受ける場合、FTP を通じて、受信サー

バーの設定・登録後、データ提供を受けることが可能となる（ただし有料）。これにより定期的

にデータを受信サーバーまで FTP を通じて届けてくれる。なお 6 ヶ月アンサンブル数値予報モ

デル GPV は 2022 年 2 月 10 日より、旧形式の 5 日ごとのデータ配信から毎日データ配信が行わ

れる新形式に変更された。新形式についてはすでにリアルタイムでのデータ取得をしているが、

システムへの対応を現在実施中である。 
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図 2.2-1 気象業務支援センターの HP(http://www.jmbsc.or.jp/jp/index.html) 

 

② JRA-55 

JRA-55 は元々JRA-55 が運営しているホームページからデータ提供がされていたが、現在はホ

ームページからの提供は中止され、複数の機関からデータ提供をおこなっている。JRA-55 のデ

ータ提供機関の一つである DIAS(図 2.2-2)からは準リアルタイム(3 日遅れ)でデータ配信をおこな

っており、スクリプトを用いたデータ提供も可能となっている。これは将来的には自動ダウンロ

ードも可能であると考えられたため、本システムでは基本的にこの DIAS からダウンロードした

JRA-55(図 2.2-3)を利用している。自動ダウンロードについては、データダウンロードスクリプト

に明確なパターンがないため、現状では難しい状況となっているが、今後 DIAS 管理者らと相談

し、進めていきたい。なお DIAS からのデータダウンロードにはユーザー登録が必要である。 
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図 2.2-2 DIAS の HP(https://diasjp.net/) 
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図 2.2-3 JRA55 のダウンロードページ(DIAS 内) 

 

③ GCOM-C 

GCOM-C のデータは G-Portal(図 2.2-4)から取得することが可能である。G-Portal からは

GCOM-C について 3 つのプロダクトレベルのデータが提供されているが、本システムでは全

球・タイルで提供され、時空間処理を施したレベル 3 を用いる。またレベル 3 には時間解像度が

1 日、8 日、1 月のデータがあるが、本システムではデータの同化頻度(1 月)やデータ欠損の少な

さを考慮し、時間解像度 1 月のデータを用いる。G-Portal におけるデータ提供は準リアルタイム

(1 日遅れ)で実施されている。本システムで利用する LAI データの例を図 2.2-5 に示す。 

G-Portal からは FTP を通じたスクリプトによるデータダウンロードが可能となっている。現在

のところデータダウンロードは手動でおこなっているが、ダウンロードスクリプトにパターンが

見られることから自動化することが可能である。今後進める予定である。 
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図 2-2.4 G-Portal の HP(https://gportal.jaxa.jp/gpr/) 

 

 

 

図 2-2-5 GCOM-C の LAI データの例 
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2.2.3. データ同化 

GCOM-C による LAI を用いて、作物モデルで計算される LAI を修正する同化を行うが、一般

に衛星データによる LAI もバイアスエラーを含んでいるため、これをそのまま用いることはで

きない。そこで本システムでは、衛星データによる LAI の年々変動のみを用いて、作物モデル

の LAI を修正することによる同化手法を用いた。具体的には、以下の式で表される。 

 

LAI_assim(yr,mon,gr)=LAI_sim(yrs,mon,gr)*LAI_obs(yr,mon-1,gr)/LAI_obs(yrs,mon-1,gr) 

 

ここで、LAI_assim(yr,mon,gr)は年 yr,月 mon, グリッド gr における同化済みの LAI, 

LAI_sim(yrs,mon,gr)は過去のある期間の年(yrs), 月 mon, グリッド gr におけるモデル推計 LAI, 

LAI_obs(yr,mon-1,gr)は年 yr, 月 mon-1, グリッド gr における観測 LAI, LAI_obs(yrs,mon-1,gr)は過

去のある期間の年(yrs), 月 mon-1, グリッド gr における観測 LAI である。衛星データの観測 LAI

は、前月の平均値が次の月の初めに得られる。このため同化は前月の観測 LAI が得られる月初

めに月 1 回行う。したがって、LAI_assim、LAI_sim の月 mon は月 mon の月初めを表しており、

LAI_obs の月 mon-1 は月 mon の前月を表していることに注意が必要である。また観測 LAI は空

間解像度 2.5 分で得られるが、作物モデルの空間解像度 30 分にアップスケールして同化してい

る。 

 

2.3. 気象データのデータ接合とバイアス補正手法 

本システムでは、作物モデルの入力気象データとして、2 種類のデータを使用する。一つは現

在までの実績気象データにあたる再解析値であり、もう一つは将来予測データにあたる予報値で

ある。再解析値は播種から現時点までの生育状況の監視に用いられる。生育が進み、収量形成が

既に始まっている場合には、収量状況の把握にも再解析値は用いられる。一方、予報値は現時点

から収穫までの生育と収量の予測に用いられる。再解析値を用いる場合と予報値を用いる場合の

いずれでも、作物モデルにより推定された生育や収量が平年よりも顕著な変動を示した場合に

は、早期の警戒や対応を生産者や市場関係者、食料機関などに促すための基礎情報となる。 

作物モデルに入力する気象データは、少なくとも、播種から収穫までの期間について、必要な複

数の気象変数（気温と降水量、日射量、湿度、風速など）が欠けずに揃っている必要がある。北

半球中緯度であれば、イネを含む夏作物は 12 月までに収穫されるため、暦上の 1 年間（12 月ま

で）のデータがあれば、全生育期間をカバーできる。しかしながら、南半球や熱帯低緯度地域で

は生育期間が 12 月をまたぐため、全生育期間をカバーするためには暦上 2 年間のデータが必要

になる。もし、生育期間内のある日の気象変数の値が欠けている場合には、作物モデルによる生

育・収量シミュレーションがその時点で停止してしまう。このため、そうした場合には、シミュ

レーション開始前に何らかの方法で欠けている変数の値を穴埋めしておく必要がある。さらに、
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生育監視と収量予報を一体的に行うためには再解析値と予報値を連続した一つの時系列データと

して作物モデルに与える必要がある。しかしながら、再解析値と予報値は異なるデータセットと

して気象機関からそれぞれ提供されており、時間や空間の解像度、利用できる気象変数の種類や

データが利用できる期間の長さなどが大きく異なる。 

こうした煩雑さから、再解析値と予報値を接合した気象外力データセットは、特定の地点に対

して研究目的で作成された例は多くあるものの、広域を対象として継続的に接合気象データセッ

トが作成されている例はほとんどない。その数少ない例は、日本の陸地を対象に農研機構が作成

している農業気象メッシュデータシステム（大野ら、2016）である。この農業気象メッシュデー

タは、前日までの地上気象観測値と 26 日先までの予報値、翌年末までの気候値を接合したもの

であり、ほぼ毎日更新されている（農研機構、2020）。 

本研究では、イネを含む作物一般の生育監視・予報に適用可能な、再解析値と予報値を接合し

た全球気象外力データセットを開発した。本接合データは、時間分解能が日別、空間解像度が

0.5°であり、全球でのイネの生育・収量シミュレーションが可能な作物モデル（MATCRO-Rice

や CYGMA）を駆動させるために必要な 10 種類の気象変数が利用可能である（表 2.3-1）。な

お、MATCRO-Rice はこれまで時間分解能が 3 時間の気象データを入力値として使用していた

が、今回、茨城大により日別値を入力データとして駆動できるように改良された。本接合気象デ

ータはほぼ 10 日間隔で作成され、その都度、直近までの再解析値と最大 241 日先の予報値、翌

年末までの気候値を組み合わせることにより暦上 2 年間の気象データを生成する。接合データを

生成する度に 2 年間の気象データを生成することにより、播種前の栽培計画に情報提供できる。

さらに、生育期間が 12 月をまたぐ（暦上 2 年に渡る）南半球や熱帯低緯度地域を含む、全球の

農業監視・収量予報に使用できる。 

 

 

表 2.3-1 本接合気象データセットで利用可能な 10 種類の気象変数。○印はそれぞれの作物モデ

ル（MATCRO-Rice と CYGMA）が入力値として使用する気象変数を示す。変数名はベースラ

インとなる S14FD 気象外力データセットのものに合わせた。S14FD データセットについては本

文を参照のこと。 

変数名 説明 単位 MATCRO-Rice CYGMA 

tave2m 日平均 2m 気温 °C 〇 〇 

tmax2m 日最高 2m 気温 °C 〇 〇 

tmin2m 日最低 2m 気温 °C 〇 〇 

precsfc 日降水量 mm d–1 〇 〇 

dswrfsfc 日平均下向き短波放射量 W m–2 〇 〇 

dlwrfsfc 日平均下向き長波放射量 W m–2 〇  
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rh2m 日平均 2m 相対湿度 %  〇 

spfh2m 日平均 2m 比湿 kg kg–1   

wind10m 日平均 10m 風速 m s–1 〇 〇 

pressfc 日平均地上気圧 hPa 〇  

 

 

2.3.1. データ及び手法 

本接合データセットの作成における作業フローの概要を図 2.3-1 に示す。接合データでは、再

解析値と予報値を接合する際に気象外力値を使用する。気象外力値は、再解析値を地上観測値の

全球グリッドデータで補正したデータである。再解析値は大気上層のデータについては観測値相

当の信頼性があると考えられているが、再解析値の地表面データ（特に降水量）には、地上観測

値に比べて、系統誤差（バイアス）があることが知られている（例えば、Berg et al., 2010）。こ

のため、作物モデルを駆動するうえでは気象外力値が最も信頼性の高い入力気象データと一般に

考えられていることから、本研究では、再解析値と予報値を接合するにあたり、気象外力値をベ

ースラインとして使用した。使用した気象外力値と再解析値、予報値、接合手法については以下

に述べる。 

 

図 2.3-1 今回、作成した接合気象データの作成フローの概略 
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①気象外力値 

本研究で使用した気象外力値は S14FD データセット（Iizumi et al., 2017）から得た。S14FD は

空間解像度が 0.5°であり、日別値が利用可能であるため、作成する接合データの空間解像度・

時間分解能と一致する。より重要なことには、既存の主要な気象外力データセットである PFD

（米国プリンストン大学などが作成；Sheffield et al., 2006）や WFDEI（英国ハドレーセンターな

どが作成；Weedon et al., 2011）と比較して、S14FD は極端気温・降水量指標の値が地上観測値に

より近く、より信頼性が高い気象外力値が得られると期待できる。こうした理由から今回、

S14FD を使用した。なお、S14FD を PFD や WFDEI など他の気象外力データセットに差し替え

て接合データを作成することは可能である。 

S14FD の気象外力値を用いて日別に長期平均値（気候値）を計算した。このとき、計算には対

象日の前後 5 日間（計 11 日間）の 30 年間（1981－2010 年）からなる 330 サンプルを用いた。

閏日（2 月 29 日）のみサンプル数が 303 と他の日に比べてやや少ないが、気候値に対する影響

は小さいため、そのままとした。 

 

 

②再解析値 

再解析値については本研究では気象庁の JRA-55 データセット（Kobayashi et al., 2015）を使用

した。本研究で使用した再解析値と、その元となる JRA-55 の気象変数との対応関係は表 2.3-2

に示した。 

JRA-55 のデータは空間内挿および時間集計した後、必要がある場合には変数推定、単位変換

を行った。変数推定とは、JRA-55 など気候モデル出力から利用可能な変数を合成して気候モデ

ル出力にはない変数（あるいは出力されていない変数）を推定する作業である（飯泉ら、

2010）。JRA-55 で使用されている変数名と S14FD 気象外力データセットの変数名が異なる場合

にはベースラインとなる S14FD の変数名に合わせた。 

本接合データセットに含まれる 10 種類の変数は、JRA-55 のうち、2 次元物理量瞬間値（出力

区分名：fcst_surf）あるいは 2 次元物理量平均値（fcst_phy2m）から全て得ることができた。た

だし、これらの出力区分は時間分解能が 3 時間、空間解像度が 0.5625°であるため、距離逆数加

重平均法により 0.5°に空間内挿し、その後、日別値に時間集計した。対象とする変数のうち、こ

れらの出力区分に該当するものについては、空間解像度の齟齬が小さいため、高度補正は行わな

かった。2m 高度の気温については 3 時間値 8 サンプル（24 時間に相当）から日平均、最高、最

低気温を算出し、さらにケルビン（K）から摂氏（°C）に単位変換した。JRA-55 では 10m 高度

での風速は東西成分と南北成分に分かれているため、これらを合成してスカラ風速を計算した。

ベースラインとなる S14FD で使用されている単位に揃えるため、JRA-55 の地表面気圧の単位は

パスカル（Pa）からヘクトパスカル（hPa）に変換した。なお、JRA-55 では降水量の 3 時間値の

単位は日あたりミリメートル（mm d–1）で出力されているため、3 時間値を 8 で除して 3 時間積
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算降水量に変換したうえで 8 サンプルを積算し、日積算降水量とした。上記のように処理した再

解析値は、後述するバイアス補正後に接合データの作成に用いた。 

上記に加えて、予報値の変数推定に使用するために、JRA-55 の 2 次元物理量瞬間値から気温

日較差（dtr）と、大気のほぼ全層に相当する 90hPa から 1100 hPa における全雲量（tcdc）、等圧

面解析値（anl_p125）から 850hPa の相対湿度と風速の東西・南北成分を得た。10m 風速と同様

に、850hPa 風速についても東西成分と南北成分からスカラ風速を計算した。anl_p125 の空間解

像度は 1.25°、時間分解能は 6 時間値であるため、fcst_surf と fcst_phy2m の場合と同様に、0.5°・

日別になるように空間内挿と時間集計を行った。 

 

 

表 2.3-2 本接合データの作成に使用した再解析値とその元となる JRA-55 データセットの気象

変数との対応関係 

JRA-55 

（時間分解能・空間解像度は出力区分により異なる） 

本接合データで 

使用した再解析値 

（日別、0.5°） 

出力区分 変数名 単位 説明 変数名 単位 

2 次元物理量瞬

間値 

（fcst_surf） 

3 時間、0.5625° 

tmp2m K 2m 気温 tave2m °C 

tmax2m °C 

tmin2m °C 

dtr °C 

rh2m % 2m 相対湿度 rh2m % 

spfh2m kg kg–1 2m 比湿 spfh2m kg kg–1 

ugrd10m m s–1 10m 風速東西成分 wind10m  m s–1 

vgrd10m m s–1 10m 風速南北成分 

tcdc % 90–1100 hPa 全雲量 tcdc ％ 

2 次元物理量平

均値 

（fcst_phy2m） 

3 時間、0.5625° 

tpratsfc mm d–1 総降水量 precsfc mm d–1 

dswrfsfc W m–2 下向き短波放射フラッ

クス 

dswrfsfc  W m–2 

dlwrfsfc W m–2 下向き長波放射フラッ

クス 

dlwrfsfc W m–2 

pressfc Pa 地表面気圧 pressfc hPa 

等圧面解析値 

（anl_p125） 

6 時間、1.25° 

rhp850 % 850hPa 相対湿度 rhp850 % 

ugrdp850 m s–1 850hPa 風速東西成分 windp850 m s–1 

vgrdp850 m s–1 850hPa 風速南北成分 
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④ 予報値 

本研究では予報値には気象庁の JMA-CPS2 データセット（Takaya et al., 2018）を使用した。本

研究で使用した予報値と、その元となる JMA-CPS2 の気象変数との対応関係は表 2.3-3 に示し

た。 

JMA-CPS2 のデータは空間内挿した後、高度補正と変数推定、単位変換を行った。JMA-CPS2

で使用されている変数名は、ほとんどの場合、S14FD 気象外力データセットの変数名と大きく異

なるため、ベースラインとなる S14FD の変数名と整合するように変更した。本接合データセッ

トに含まれる 10 種類の変数は、JMA-CPS2 の地上データあるいは 850hPa データから得たが、対

象とする変数のうち地上の湿度（rh2m と spfh2m）と放射量（dswrfsfc と dlwrfsfc）については

JMA-CPS2 からデータが直接的に得られなかったため、後述するように、経験的な関係式を用い

て推定した。 

JMA-CPS2 の空間解像度は 2.5°であるため、ベースラインである S14FD の空間解像度 0.5°との

齟齬が大きい。したがって、これら 2 つの空間解像度間でグリッドセルの平均標高の差も大き

く、JMA-CPS2 のデータに対する高度補正が必要となる。そこで、JMA-CPS2 の日別データの値

を 2.5°から 0.5°に距離逆数加重平均法により空間内挿した後、高度補正を行った。このとき、空

間解像度 2.5°の標高データは JMA-CPS2 データセットにおいては提供されていないため、S14FD

データセットで使用されている 0.5°解像度の標高データから 2.5°解像度の平均標高を計算した。

対象とする変数のうち、日平均気温（tave2m）については、標高が 1 km 上昇するごとに気温が

6.5°C 低下するとの気温減率を仮定して、JMA-CPS2 の 2m 気温（h2_Ptt）の値を補正した。次い

で、再解析値から得られた気温日較差の日別気候値を仮定して、高度補正後の JMA-CPS2 の日平

均気温から日最高気温と日最低気温を推定した。 

𝑇𝑇max 𝑡𝑡,𝑖𝑖 = 𝑇𝑇𝑡𝑡,𝑖𝑖 + 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝚤𝚤�������

2
 (1) 

𝑇𝑇min 𝑡𝑡,𝑖𝑖 = 𝑇𝑇𝑡𝑡,𝑖𝑖 −
𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝚤𝚤�������

2
 (2) 

ここで、下添え文字の t と i は年と暦日（1 月 1 日は 1、2 月 1 日は 32 を表す）を指す。Tmax

は日最高 2m 気温（°C）、Tmin は日最低 2m 気温（°C）、T は単位変換した予報値の日平均気温

（°C）、𝐷𝐷𝑇𝑇𝐷𝐷������は再解析値に基づいて計算した気温日較差の気候値（°C）である。 

JMA-CPS2 の海面校正気圧は、上記の高度補正後の気温を用いて、以下の測高公式により地上

気圧に変換した。 

𝑃𝑃s = 𝑃𝑃0 �
𝐷𝐷0−𝛾𝛾𝛾𝛾
𝐷𝐷0

�
𝑔𝑔 𝛾𝛾𝐷𝐷a⁄

 (3) 

ここで、Psは地上気圧（Pa）、P0 は海面更正気圧（Pa）、z は標高（m）、T0は標高 0m での

日平均気温（°C）、g は重力加速度（9.81 m s–2）、γは気温減率（－6.5 K km–1）、Ra は乾燥空

気の気体定数（287 J kg–1 K–1）である。ベースラインである S14FD の単位に合わせるため、
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JMA-CPS2 の地上気圧を計算した後、単位を Pa から hPa に変換した。JMA-CPS2 の降水量につ

いては高度補正を行わなかった。 

JMA-CPS2 では地上の比湿が出力されていない。それに加えて、相対湿度は地上の値は利用で

きず、850hPa の値を使わざるを得ない。そこで、まず、850hPa の水蒸気圧を同気圧面の気温

（p850_Ptt）と相対湿度（p850_Prh）から計算した。850hPa の水蒸気圧が地上の水蒸気圧と同じ

と仮定し、高度補正した 2m 気温に基づいて 2m 高度での相対湿度を推定した。2m 高度での比湿

は、2m 気温と地上気圧（いずれも高度補正後の値）、上述の水蒸気圧から計算した。 

さらに、JMA-CPS2 では放射量および雲量が出力されていない。そこで、変数推定により、

850hPa の相対湿度を全雲量に変換し、さらに放射量に変換した。全雲量は 850hPa の相対湿度に

より、ある程度、代表できることが知られている（Smagorinsky, 1960；大野・伊佐, 1984）。こ

のため、再解析値を用いて 850hPa 相対湿度から全雲量を説明する以下の経験式を 0.5°グリッド

セル別、日別に作成した。 

ln(𝐶𝐶) = 𝑎𝑎0 + 𝑎𝑎0ln(𝐷𝐷𝑅𝑅) (4) 

ここで、C は全雲量（%）、RH は 850hPa の相対湿度（%）、a0と a1は回帰係数である。回帰

係数の推定には、対象日の前後 5 日間（計 11 日間）の 30 年間（1981－2010 年）からなる 330

サンプルを用いた。閏日（2 月 29 日）はサンプル数が他よりもやや少ないが、そのままとし

た。また、再解析値を用いて、全雲量から下向き短波放射量と下向き長波放射量のそれぞれを説

明する以下の経験式を作成した。 

ln(𝑆𝑆𝑆𝑆) = 𝑏𝑏0 + 𝑏𝑏0ln(𝐶𝐶) (5) 

ln(𝐿𝐿𝑆𝑆) = 𝑐𝑐0 + 𝑐𝑐0ln(𝐶𝐶) (6) 

ここで、SW は下向き短波放射量（W m–2）、LW は下向き長波放射量（W m–2）、b0と b1、

c0、c1 は回帰係数である。回帰係数の推定に用いたサンプル数は、850hPa 相対湿度から全雲量を

説明する場合と同様である。上記の式（4）、（5）、（6）を用いることにより、JMA-CPS2 の

850hPa 相対湿度から放射量（dswrfsfc と dlwrfsfc）を推定した。 

JMA-CPS2 では 10m 風速のデータが出力されておらず、850hPa 風速のデータを使わざるを得

ない。しかしながら、標準大気を仮定すると 850hPa はおよそ上空 1500m に相当するため、風速

の高度補正にあたり対数測は適用できない。そこで、野田ら（2006）を参考にして、以下の経験

式を用いて、850hPa 風速を 10m 風速に変換した。 

𝑈𝑈10m = 𝑑𝑑0 + 𝑑𝑑0𝑈𝑈p850 (7) 

ここで、U10m は 10m 風速（m s–1）、Up850 は 850hPa 風速（m s–1）、d0と d1は回帰係数であ

る。U10m と Up850 のいずれもスカラ風速を使用した。JMA-CPS2 の 850hPa 風速は、まず、東西成

分と南北成分を合成してスカラ風速に変換し、次いで、式（7）を用いて 10m 風速を推定した。 

JMA-CPS2 では年間 24 初期日ごと（月あたり約 2 回）に 240 日先まで（初期日を含めて 241 日

間）の予報データが得られる。また、JMA-CPS2 ではアンサンブル予測が行われており、再予報

期間（1981–2020 年）については 5 メンバー、現業予報期間（2021 年以降）については 17 メン
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バーが利用可能である。上記の処理は初期日ごと、メンバーごとに行った。処理された予報値は

後述するバイアス補正後に接合データの作成に用いた。 

 

 

表 2.3-3 本接合データの作成に使用した予報値とその元となる JMA-CPS2 データセットの気象

変数との対応関係 

JMA-CPS2 

（日別、2.5°） 

本接合データで 

使用した予報値 

（日別、0.5°） 

出力区分 変数名 単位 説明 変数名 単位 

地上 

 

h2_Ptt K 2m 気温 tave2m °C 

tmax2m °C 

tmin2m °C 

surf_Prr mm d–1 日降水量 precsfc mm d–1 

surf_Ppp Pa 海面較正気圧 pressfc hPa 

850hPa p850_Ptt 

p850_Prh 

K 

% 

850hPa 気温 

850hPa 相対湿度 

rh2m % 

spfh2m kg kg–1 

dswrfsfc  W m–2 

dlwrfsfc W m–2 

p850_Pwu m s–1 850hPa 風速東西成分 wind10m m s–1 

p850_Pwv m s–1 850hPa 風速南北成分 

 

 

2.3.2. バイアス補正 

再解析値と予報値のいずれも気候モデル出力であり、それぞれにバイアスがあることは知られ

ている。しかしながら、バイアスの大きさなどの特徴は両者で異なると考えられる。そこで、再

解析値と予報値をそれぞれバイアス補正したうえで共通のベースラインの上で両者を接合する。 

バイアス補正には多数の手法があるが、デルタ手法（Hay et al., 2000；Wilby et al., 2004）が最

も簡易である。デルタ手法は気象変数のデータを 1 日分ごとに補正できる点が特徴である。日別

値の補正に際しては、累積分布関数に基づくバイアス補正手法はデルタ手法よりも高精度だが、

1 日分のデータを補正処理する場合でも過去数十年間の日別値を読み込む必要があり、デルタ手

法に比べて計算負荷が大きい。接合データの作成は、例えば、10 日ごとに行われるため、その

都度、バイアス補正処理が必要となる。バイアス補正に係る計算負荷を低く抑えるために、本研

究ではデルタ手法を採用した。 
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デルタ手法の適用方法は気象変数により異なるが、再解析値と予報値では同じである。具体的

には、気温（tave2m、tmax2m、tmin2m）と気圧（pressfc）については、以下のように、加法的

に補正した。 

𝑥𝑥𝑡𝑡,𝑖𝑖
′ = �𝑥𝑥𝑡𝑡,𝑖𝑖 − �̅�𝑥𝑖𝑖� + 𝑦𝑦�𝑖𝑖 (8) 

ここで、下添え文字の t と i は年と暦日を指す。x は再解析値、�̅�𝑥は再解析値の気候値、𝑦𝑦�は気

象外力値の気候値である。予報値を補正する場合は、x は予報値、�̅�𝑥は予報値の気候値に置き換

えるが、再解析値を補正する場合と同様に𝑦𝑦�は気象外力値の気候値である。 

一方、降水量（precsfc）と湿度（rh2m、spfh2m）、放射量（dswrfsfc、dlwrfsfc）については以

下のように乗法的に補正した。 

𝑥𝑥𝑡𝑡,𝑖𝑖
′ = 𝑥𝑥𝑡𝑡,𝑖𝑖

�̅�𝑥𝑖𝑖
× 𝑦𝑦�𝑖𝑖 (9) 

降水量と湿度、放射量については補正後の値が負値を取った場合には値をゼロに置き換えた。

相対湿度の場合には補正後の値が 100 を超えた場合には 100 に置き換えた。降水量については、

上記の補正後に、さらに降水日数を補正するためにさらに以下の処理を行った。 

𝑥𝑥𝑡𝑡,𝑖𝑖
′′ = �

𝑥𝑥𝑡𝑡,𝑖𝑖
′ if 𝑥𝑥𝑡𝑡,𝑖𝑖

′  ≥ 𝑥𝑥min 𝑖𝑖

0 if 𝑥𝑥𝑡𝑡,𝑖𝑖
′ < 𝑥𝑥min 𝑖𝑖

 (10) 

ここで、xmin は気象外力データセットの日降水量の最低値（mm d–1）である。降水量の日別気

候値は無降水日がほとんどなく、弱い雨が多いという特徴がある。したがって、日別降水量デー

タにデルタ手法を単純に適用した場合、補正後の日降水量データの降水日数（日降水量≥1 mm）

が実績値よりも大幅に多くなるという問題がある。S14FD の降水量データは全球グリッド観測値

データセット CRU-TS3.22（Harris et al., 2014）の月降水日数に近づくように、弱い降水量のデー

タ値を無降水量（日降水量がゼロ）に置き換える補正されている。上記の補正処理はそれと整合

的にするために行った。 

 

2.3.3. 再解析値と予報値、気候値の接合 

再解析値と予報値について以上の補正処理を行った後、再解析値と予報値、気候値を接合して

2 年間分の日別時系列を作成した。2 年間は接合データ作成年（t）の 1 月 1 日から翌年（t+1）の

12 月 31 日までである。t 年の 1 月 1 日から接合データ作成年月日の直近までは再解析値を用い

た。再解析値の後は、接合データ作成日より前の直近の初期値から始まる予測値を用いた。予測

値が利用可能な期間は、初期日を含めて、241 日間である。再予報期間（2020 年まで）について

は年間 24 回の初期値日があるため、平均すると、月二回（15 日間隔）の予報値が利用できる。

こうした事情から、接合データ作成日により、利用する予報値は接合データ作成日の 1 日前から

15 日前まで変動する。予報値の最後の日以降から t+1 年の 12 月 31 日までは気候値が用いられ

た。予報値はアンサンブルメンバーごとにあるため、接合データもメンバーごとに作成した。な

お、予報値はメンバーにより異なるが、再解析値と気候値は同じ値である。 
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作成した接合データの例を図 2.3-2 に示す。2010 年 1 月 5 日に作成された接合データ（接合デ

ータの期間は 2010 年 1 月 1 日から 2011 年 12 月 31 日）では、2010 年 1 月 5 日までが再解析値

であり、1 月 6 日から 2010 年 9 月初旬までが予報値（日々変動がある複数の線）、その後、気

候値（滑らかな一本の線）となっている。2010 年 3 月 6 日に作成された接合データでは 2010 年

3 月 6 日までが再解析値（日々変動がある一本の線）であり、2010 年 11 月半ばまでは予報値、

それ以降は気候値となる。2010 年 6 月 4 日時点および 2010 年 9 月 2 日時点で作成された接合デ

ータに見られるように、その後、再解析値が使用された期間が次第に延びていき、それに伴って

予報値が用いられた期間が時間的に後に移動していく。 

上記の例では、接合データを使用することにより、2010 年 1 月 5 日時点で、2010 年 9 月頃に

収穫を迎える北半球では、イネを含む、ほとんどの夏作物について播種前予測に基づく栽培計画

の検討が可能になる。同様に、2010 年 9 月 2 日の時点で、2011 年 5 月頃に収穫を迎える南半球

の夏作物の播種前予測に基づく栽培計画の検討が可能になる。2010 年 9 月 2 日の時点で作成さ

れた接合データは北半球の冬作物（冬コムギなど）の播種前予測にもある程度使用可能である

が、冬作物の多くは春化過程を含むため播種から収穫までの期間が夏作物よりも長い傾向があ

り、生育後期（例えば収穫時期）の気象条件については気候値を仮定せざるを得ないという限界

がある。 
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図 2.3-2 作成した接合データの例。秋田県大潟村付近（北緯 40°、東経 140°）における 2010 年

1 月 1 日から 2011 年 12 月 31 日までの 2 年間の日平均気温を示す。接合データの作成日はいず

れも 2010 年で、1 月 5 日（左上）、3 月 6 日（右上）、6 月 4 日（左下）、9 月 2 日（右下）の

4 ケース。 

 

 

2.3.4. 加法的補正と乗法的補正との比較 

接合データ作成のためにバイアス補正を行う際、加法的補正と乗法的補正のいずれを用いるか

は、上述のように気象変数により異なり得る。気温には加法的補正を適用する場合が圧倒的に多

く、降水量には乗法的補正を適用する場合が多いものの、それ以外の変数については、どの変数

にどちらのタイプの補正を適用するかは必ずしも自明ではない。 

降水量を例にとると、加法的補正を適用した場合、再解析値の変動の大きさが予報値のそれよ

りも明らかに大きい（図 2.3-3；6 月 4 日までが再解析値）。降水量の場合と同様に、予報値の変

動の大きさが再解析値のそれよりも小さい傾向が、加法的補正を適用した場合の下向き短波放射

量（図 2.3-4）と下向き長波放射量（図 2.3-5）についても見られた。逆に、地上気圧については

再解析値の変動の方が予報値の変動よりもやや小さい傾向が見られた（図 2.3-6）。一方、相対

湿度や比湿、風速、日最高気温、日最低気温については、再解析値の変動と予報値の変動の大き

さに目立った差は見られなかった（図 2.3-7、図 2.3-8、図 2.3-9，図 2.3-10、図 2.3-11）。バイア

ス補正後には、上記のような再解析値と予報値のそれぞれの変動の大きさの違いが解消され、一

つの日別時系列として自然に接合されることが望ましい。 

上記を踏まえて、それぞれの変数について、加法的補正を適用した結果と乗法的補正を適用し

た結果とを比較した。日最高気温については補正タイプの違いによる補正値の違いは小さいもの

の、日最低気温については乗法的補正を適用すると明らかな問題が生じる場合があることが明ら

かになった。日最低気温の補正後の再解析値が 2 月に 600°C を超える非現実的な値になっている

（図 2.3-11 右）。これは、式（9）において、再解析値の気候値（�̅�𝑥）がゼロに近かったため、

𝑥𝑥𝑡𝑡,𝑖𝑖 �̅�𝑥𝑖𝑖⁄ の値が非常に大きくなったためである。この結果から、単位に°C を用いた日平均・最高・

最低気温については、再解析値と予報値のいずれかを問わず気候値がゼロに近い値を取る地域で

は乗法的補正の適用が不適切になることが分かった。したがって、気温については加法的補正が

適切である。 

降水量については、図 2.3-12 に示された気象外力値（S14FD）の 2010–2011 年のデータ値を見

ると、最大でも 65 mm d–1である。再解析値や予報値と比較した場合、気象外力値の信頼性が最

も高いことを考慮すると、加法的補正を行った再解析値（図 2.3-3 左）は降水量を過大評価して

おり、乗法的補正の方（図 2.3-3 右）が気象外力値に近いことと示唆された。 

相対湿度については加法的補正を適用した場合には気象外力値と概ね整合的であるが、乗法的

補正を適用した場合には補正値の変動が過度に大きくなった（図 2.3-7、図 2.3-12）。乗法的補
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正を適用した場合には補正後の相対湿度が 100％となる日数と 40％を下回る日数が、いずれも、

加法的補正を適用した場合に比べて明らかに多かった。 

気象外力値と比較したが、補正タイプの違いが明確でなかった変数は下向き短波・長波放射

量、比湿、地上気圧、風速であった。そこで、2010－2011 年の接合データを S14FD とは独立し

た気象外力データ WFDE5（Cucchi et al., 2020）と比較した。その結果、比湿と下向き短波・長波

放射量、地上気圧については加法的補正の方が乗法的補正よりも WFDE5 に対する平均平方二乗

誤差（RMSE）が小さいことが示された（例えば、比湿については図 2.3-13）。一方で、風速に

ついては乗法的補正の方が加法的補正よりも僅かに RMSE が小さかった（図 2.3-14）。なお、比

湿については、相対湿度と異なる補正タイプを適用することには両者の間に存在する物理的な関

係を考慮すると違和感がある。比湿と気温を先に補正し、その後に相対湿度を計算した方が変数

間の物理的な整合性が担保できる。しかし、今回の予報値では、出力された相対湿度から仮定に

基づいて比湿を計算したため、比湿に基づいて相対湿度を再計算することはできない。また、今

回の例では見つからなかったが、地上気圧と風速は乗法的補正では非現実的な値となる可能性が

残る。同様の可能性は下向き短波・長波放射量についても僅かながらある。これらの結果から、

接合データの作成においては、日平均・最高・最低気温、相対湿度、比湿、地上気圧、下向き短

波・長波放射量には加法的補正を適用し、降水量と風速には乗法的補正を適用した。 

 

 

 
図 2.3-3 日降水量の接合データを例とする加法的補正（左）と乗法的補正（右）の比較。秋田

県大潟村付近（北緯 40°、東経 140°）における 2010 年 1 月 1 日から 2011 年 12 月 31 日までの 2

年間のデータを示す。接合データの作成日はいずれも 2010 年 6 月 4 日。左右の図で縦軸のスケ

ールが異なることに注意。 
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図 2.3-4 図 2.3-3 と同様だが、日平均下向き短波放射量の場合。左右の図で縦軸のスケールが異

なることに注意。 

 

 

 
図 2.3-5 図 2.3-3 と同様だが、日平均下向き長波放射量の場合。 

 

 

 
図 2.3-6 図 2.3-3 と同様だが、日平均地上気圧の場合。 
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図 2.3-7 図 2.3-3 と同様だが、日平均 2m 相対湿度の場合。左右の図で縦軸のスケールが異なる

ことに注意。 

 

 

 

 
図 2.3-8 図 2.3-3 と同様だが、日平均 2m 比湿の場合。左右の図で縦軸のスケールが異なること

に注意。 
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図 2.3-9 図 2.3-3 と同様だが、日平均 10m 風速の場合。左右の図で縦軸のスケールが異なるこ

とに注意。 

 

 

 

 
図 2.3-10 図 2.3-3 と同様だが、日最高 2m 気温の場合。左右の図で縦軸のスケールが異なるこ

とに注意。 

 

 

 

 
図 2.3-11 図 2.3-3 と同様だが、日最低 2m 気温の場合。左右の図で縦軸のスケールが異なるこ

とに注意。 

 

 



33 

 

 

 

 

図 2.3-12 S14FD 気象外力データ。接合データと比較するために、秋田県大潟村付近（北緯

40°、東経 140°）における 2010 年 1 月 1 日から 2011 年 12 月 31 日までの 2 年間のデータを示

す。 
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図 2.3-13 接合データの比湿における加法的補正と乗法的補正との比較。陸域グリッドセルのそ

れぞれについて 2010 年 1 月 1 日から 2011 年 12 月 31 日までの 2 年間のデータから平均平方二乗

誤差（RMSE）を WFDE5 気象外力データに対して計算し、地理区分と季節ごとに集計した。丸

印は RMSE の中央値、縦棒は RMSE の 95％区間を表す。地理区分は北半球中・高緯度（N. 

Mid–High）、低緯度（Low）、南半球中・高緯度（S. Mid–High）。季節区分は 3～5 月

（MAM）、6～8 月（JJA）、9～11 月（SON）、12～2 月（DJF）。 
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図 2.3-14 図 2.3-13 と同様だが、風速の場合。 
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2.4. Web システムの開発 

2.4.1. 業務概要 

年度に検討した仕様に基づき「全球作物生育監視・収量予報システム」を Web システムとし

て開発し、インターネット上で限定公開した。以下、システムの概要を記す。 

 

2.4.2. 全球作物生育監視・収量予報システム 

「全球作物生育監視・収量予報システム」のフロントページを図 2.4-1 に示す。フロントペー

ジ中央には二つの入り口があり、左から Yield Projection (収量予報)、右から Growth 

Monitoring(生育監視)に入ることができる。 

 

 

図 2.4-1 全球作物生育監視・収量予報システムのフロントページ 

 

まず作物生育監視システムから見ていく。フロントページから Growth Monitoring(生育監視)を

クリックすると図 2.4-2 のような全球の地図が表示される。地図上には色の違ったグリッドが示

されているが、色の違いによって各変数の値が平年値に対してどの範囲(~2σ; 2σ~σ; σ~0.4σ; 

0.4σ~-0.4σ; -0.4σ~σ; σ~2σ; 2σ~)にあるかを 7 段階で示している。色と範囲の対応について

は画面右上に Legend として示されている。 
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図 2.4-2 作物生育監視のフロントページ(平均気温; 2020 年 1 月; 全世界) 

 

生育監視システムで表示できる変数リストを表 2.4-1 に示す。デフォルトでは平均気温が示さ

れている。どの変数が示されているかは、画面左上に青色で示されている。画面左上で他の変数

をクリックすることで、地図に表示したい変数を簡単に変えることができる。図 2.4-3 及び図

2.4-4 に降水量と LAI(衛星データ)の表示例を示す。また生育監視システムでは、画面左上で表示

したい時期を月別に選択することができる。これにより過去から現在まで、ユーザーが確認した

い月の気候や LAI、土壌水分量を確認できる。 

 

表 2.4-1 生育監視システムで表示可能な変数リスト 
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図 2.4-3 作物生育監視システム-降水量(2020 年 1 月; 全世界) 

 

 

図 2.4-4 作物生育監視システム-LAI(衛星データ; 2020 年 1 月; 全世界) 
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地図はドラッグスクロールすることで、表示したい場所を変更することが可能である。またマ

ウスやタッチパネルを使って地図を拡大したり縮小したりすることも可能である。図 2.4-5 に

東・東南アジア地域にフォーカスした LAI を示す。 

 

 

図 2.4-5 作物生育監視システム-LAI(衛星データ; 2020 年 1 月; 東・東南アジア地域) 

 

また地図をクリックすることで、その場所における過去から現在までの時系列データを平年値

とともに表示することができる。図 2.4-6 に LAI(衛星データ)について東京付近をクリックし、

表示した時系列データの例を示す。時系列データはオレンジが平年地で、青が実測値である。こ

の例では、4 月から 9 月まで LAI が平年より小さかったことがわかる。 
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図 2.4-6 作物生育監視システム-LAI(衛星データ; 2020 年 1 月; 東・東南アジア地域) 

 

 

次に収量予報システムを見ていく。図 2.4-7 にフロントページから Yield Projection をクリック

した際に現れる画面を示す。グリッド表示やドラッグスクロール・拡大・縮小などの機能は作物

生育監視システムと同じである。違いは収量予報システムではグリッドで表示されている変数が

収量ということである。グリッドのごとの色によって、その場所の収量が平年より高いか低いか

を判別することができる。また収量予報システムでは画面左上で収量予報の予報スタート月を選

択することができる。これをユーザーが選択することで、最新の予報から過去の予報までを確認

することができる。図 2.4-8 に日本を対象に 2019 年 7 月の収量予報結果を示す。これによると、

日本全体において収量が平年より低いことがわかる。 
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図 2.4-7 収量予報システム(2019 年 5 月の予報; 全世界) 

 

 

図 2.4-8 収量予報システム(2019 年 7 月の予報; 日本) 
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全球作物生育監視・収量予報システムは国立環境研究所内の以下の URL を取得している。 

http://monicast.nies.go.jp/ 

 

現在は限定公開として関係者のみに公開している。今後、業者によるシステムのセキュリティ

ーチェック、関係者による動作確認等を経て、段階的に公開していく予定である。 
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3. まとめ 

収量予報サブシステムの開発では、気象業務支援センター等が提供する気温と降水量などのア

ンサンブル気象季節予報データを取得し、収穫の 3 ヶ月前・2 ヶ月前・1 ヶ月前に収量を計算・

予報するシステムを開発し、精度評価を行った。また生育監視サブシステム開発では、気象業務

支援センター等の気象データ（気温や降水量など）・JAXA 等の衛星データ（LAI）を取得し、

最新の衛星データを作物モデルへ同化させつつ、作物の生育状態を推計するシステムを開発し

た。さらに Web システムの開発では「全球作物生育監視・収量予報システム」を Web システム

として開発し、インターネット上で限定公開した。以上のように今年度予定されていた業務を達

成できた。 
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